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第60期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで）

　連結注記表および個別注記表につきましては、法令および当社
定款第16条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載することに
より株主の皆様に提供しております。

表紙
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連 結 注 記 表
記載金額は、千円単位未満を切り捨てて表示しております。
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社　　　　　　４社　　　ソレキア・プラッツ株式会社

SOLEKIA SINGAPORE PTE. LTD.
SOLEKIA VIETNAM LIMITED
SOLEKIA HONG KONG LIMITED

②　非連結子会社　　　　　　　　　　該当事項はありません。
⑵　持分法の適用に関する事項

①　持分法適用の非連結子会社　　　　該当事項はありません。
②　持分法適用の関連会社　　　　　　該当事項はありません。
③　持分法を適用していない関連会社　該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうちSOLEKIA SINGAPORE PTE.LTD.、SOLEKIA VIETNAM 
LIMITEDおよびSOLEKIA HONG KONG LIMITEDの決算日は、平成29年12月31日で
あります。
連結計算書類の作成に当たっては、同決算日の計算書類を使用しております。

　ただし、平成30年１月１日から連結決算日平成30年３月31日までの期間に発生した重要
な取引については、連結上必要な調整を行っております。

－ 1 －
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⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　連結決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　総平均法による原価法
デリバティブ　　　　　　　　時価法
たな卸資産

商品　　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法
仕掛品　　　　　　　　　　個別法による原価法
なお、連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定して
おります。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産 親会社および国内連結子会社は定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物
（附属設備を除く）ならびに平成28年４月１日以降に
取得した建物附属設備および構築物については、定額
法を採用しております。主な耐用年数は建物50年、工
具、器具及び備品５年であります。また、在外連結子
会社は定額法を採用しております。

無形固定資産 自社利用目的のソフトウェアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

－ 2 －
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③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、将来
の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上して
おります。

役員賞与引当金　　　　　　　役員に対して支給する賞与の支払に備えるため、支給見
込額に基づき計上しております。

受注損失引当金　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年
度末における受注契約に係る損失見込額を計上しており
ます。
なお、当連結会計年度の残高はありません。

役員退職慰労引当金　　　　　親会社は第49期定時株主総会（平成19年６月28日開催）
をもって役員退職慰労金制度を廃止いたしましたが、同
日以前に在任した役員については、その日以前の在任期
間に対して内規の効力を有するため、当該内規に基づく
支給見込額を役員退職慰労引当金として計上しておりま
す。従って、同日以降の新規計上は行っておりません。

④　重要な収益および費用の計上基準
　受注制作のソフトウェアに係る収益の認識基準

当連結会計年度までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合については
工事進行基準を適用し、その他の場合については工事完成基準を適用しております。
なお、工事進行基準を適用する場合の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、
原価比例法を用いております。

－ 3 －
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⑤　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
ａ．退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における
見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に
帰属させる方法については、期間定額基準によっており、数理計算上の差異について
は、その発生年度に一括損益処理しております。

ｂ．重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。
なお、在外子会社の資産および負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産
の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

ｃ．重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替予約が

付されている外貨建金銭債権債務については振当処理を、
特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処
理をそれぞれ採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…………為替予約取引および金利スワップ取引
ヘッジ対象…………外貨建債権債務および借入金利

ヘッジ方針　　　　　　　　為替予約は外貨建金銭債権債務の決済において必要とさ
れる範囲内で、金利スワップは資金調達に係る金利の範
囲内でそれぞれ行っております。

ヘッジ有効性評価の方法　　為替予約については、ヘッジ対象と同一通貨建・同一金
額・同一期日のものに限定しているため、その後の為替
相場の変動による相関関係は確保されております。また
金利スワップについては、ヘッジ手段の想定元本とヘッ
ジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ
開始時およびその後も継続してキャッシュ・フローの変
動を完全に相殺するものと想定することができます。従
って、それぞれのヘッジの有効性の判定は省略しており
ます。

ｄ．消費税等の会計処理方法
税抜方式によっております。

－ 4 －
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２．連結貸借対照表に関する注記
　有形固定資産の減価償却累計額 530,551千円

３．連結損益計算書に関する注記
減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上して
おります。

場 所 用 途 種 類
神 奈 川 県 横 浜 市 事 業 用 資 産 工具、器具及び備品
東 京 都 大 田 区 事 業 用 資 産 工具、器具及び備品
東 京 都 千 代 田 区 事 業 用 資 産 工具、器具及び備品
大 阪 府 大 阪 市 事 業 用 資 産 工具、器具及び備品
埼 玉 県 さ い た ま 市 事 業 用 資 産 工具、器具及び備品

当社グループは、事業用資産については事業所別、遊休資産については物件毎にグルーピン
グを行っております。当連結会計年度において、上記資産グループの営業活動から生ずる損益
が継続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を
減損損失として特別損失に6,394千円計上しております。

資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しております。使用価値については将来
キャッシュ・フローを4.6％で割り引いて算定しております。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類および総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,016,961株 － － 1,016,961株
⑵　自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 149,679株 2,460株 － 152,139株

（注）　普通株式の自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買取りによるものであります。

－ 5 －
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⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

平成29年６月29日開催の第59期定時株主総会において次のとおり決議しております。
配当金総額 43,364千円
１株当たり配当額 50円
基準日 平成29年３月31日
効力発生日 平成29年６月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

平成30年６月28日開催の第60期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
配当金総額 60,537千円
１株当たり配当額 70円
基準日 平成30年３月31日
効力発生日 平成30年６月29日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

－ 6 －
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５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（流動資産）
繰延税金資産

賞与引当金 122,173千円
商品評価損 2,286
未払事業税 17,790
未払費用 17,087
その他 6,414

繰延税金資産　小計 165,752
評価性引当額 △2,230

繰延税金資産の合計 163,522

（固定資産）
繰延税金資産

退職給付に係る負債 375,767
投資有価証券評価損 15,956
繰越欠損金 53,371
役員退職慰労引当金 27,327
貸倒引当金 2,042
その他 42,957

繰延税金資産　小計 517,422
評価性引当額 △125,293

繰延税金資産　合計 392,129
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △61,148
その他 △1,453

繰延税金負債　合計 △62,602
繰延税金資産の純額 329,526

－ 7 －
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⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別
の内訳

法定実効税率 30.86％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.4
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △4.0
評価性引当額 0.5
住民税均等割 4.0
海外子会社税率差異 0.6
その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.5

－ 8 －
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　　　当社グループの資金運用は、安全性を第一とし、短期的な預金を中心とした金融資産

に限定しております。資金調達は、資金使途、期間、調達コスト等を勘案し主に銀行借
入を行っております。また、デリバティブ取引については、為替変動リスクに対する為
替予約取引および金利変動リスクに対する金利スワップ取引に限定して行い、投機目的
には利用しない方針であります。

②　金融商品の内容およびリスク並びに管理体制
　　　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒さ

れております。当該リスクに関しては、資金関係規程および営業管理関係規程に従い与
信管理および期日管理を行っております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨
建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建の買掛金の残
高の範囲内にあるものを除き、原則として先物為替予約を利用しヘッジする方針として
おります。

　　　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス
クおよび発行体の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、業務上の関
係を有する企業の株式については、定期的に時価や取引先企業の財政状況等を把握し、
取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　　　敷金及び保証金は、主に営業保証金や事務所敷金であり、預入先の信用リスクに晒さ
れております。当該リスクに関しては、信用度の高い預入先と契約を結ぶこととしてい
るため、信用リスクは僅少であります。

　　　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほぼ全てが５ヶ月以内の支払期日となってお
ります。一部外貨建の営業債務は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨
建の売掛金の残高の範囲内にあるものを除き、原則として先物為替予約を利用しヘッジ
する方針としております。

　　　未払法人税等は、法人税、住民税及び事業税に係る債務であり、ほぼ全てが２ヶ月以
内に納付期限が到来するものであります。

　　　短期借入金および長期借入金は、主に運転資金や安定的な支払能力を確保するための
ものであります。これらは、主に固定金利でありますが、変動金利による借入を行った
場合には、金利変動リスクを回避するため、金利スワップ取引をヘッジ手段として利用
する方針としております。

　　　営業債務、未払法人税等および借入金は、流動性リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、資金繰計画を毎月作成・更新することで管理しております。

　　　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ
を目的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを
目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ
ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類作
成のための基本となる重要な事項に関する注記「⑷会計方針に関する事項　⑤ｃ．重要
なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

－ 9 －
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③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで
いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま
す。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について
は、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。
「（注）２．」をご参照ください。

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

現 金 及 び 預 金 3,930,067千円 3,930,067千円 －千円
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 5,689,455
電 子 記 録 債 権 184,390

貸倒引当金（※） △18
5,873,827 5,873,827 －

投 資 有 価 証 券 371,923 371,923 －
敷 金 及 び 保 証 金 330,676 330,855 178
資 産 計 10,506,495 10,506,674 178
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,921,994 2,921,994 －
短 期 借 入 金 1,159,680 1,159,680 －
未 払 法 人 税 等 150,977 150,977 －
負 債 計 4,232,651 4,232,651 －
デ リ バ テ ィ ブ 取 引 － － －

（※）受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に個別計上している貸倒引当金を控除しておりま
す。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
資　産

現金及び預金、受取手形及び売掛金並びに電子記録債権
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。
なお、受取手形及び売掛金並びに電子記録債権については、信用リスクを個別に把握
することが極めて困難なため、貸倒引当金を信用リスクとみなし、時価を算定してお
ります。

投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フ
ローを国債の利回り等適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定してお
ります。

－ 10 －
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負　債
支払手形及び買掛金、短期借入金並びに未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。

長期借入金
長期借入金の時価については、金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金
利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
なお、当連結会計年度においては、全額が１年以内返済予定の長期借入金であり、短
期借入金に含めて表示しておりますが、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と
して処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しており
ます。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 　14,178千円
営業保証金 　122,374

これらについては、市場価格がない等、時価を把握することが極めて困難と認められること
から、「投資有価証券」および「敷金及び保証金」には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 7,107円51銭
１株当たり当期純利益 470円91銭

８．資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち、連結貸借対照表に計上しているもの
⑴　当該資産除去債務の概要

賃借事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用期間を取得から15年と見積り、割引率は1.885％を使用して資産除去債務の金額を
計算しております。

⑶　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 65,298千円
時の経過による調整額 888
期末残高 66,187

－ 11 －
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９．退職給付会計に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要
　当社は、確定給付企業年金制度と確定拠出年金制度を併用しております。

⑵　確定給付企業年金制度
　①　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 3,551,468千円
　勤務費用 164,782
　利息費用 8,912
　数理計算上の差異発生額 20,869
　退職給付の支払額 △118,221
退職給付債務の期末残高 3,627,811

　②　年金資産の期首残高と期末残高の調整表
年金資産の期首残高 2,247,232千円
期待運用収益 22,472
数理計算上の差異発生額 28,815
事業主からの拠出額 219,933
退職給付の支払額 △118,221
年金資産の期末残高 2,400,230

　③　退職給付債務および年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る
負債および退職給付に係る資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 3,627,811千円
年金資産 △2,400,230
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,227,580

退職給付に係る負債 1,227,580
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,227,580

－ 12 －
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　④　退職給付費用およびその内訳項目の金額
勤務費用 164,782千円
利息費用 8,912
期待運用収益 △22,472
数理計算上の差異の費用処理額 △7,945
確定給付企業年金制度に係る退職給付費用 143,277

　⑤　年金資産に関する事項
　　年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
債券 52.2％
株式 20.7
保険資産(一般勘定) 16.7
その他 10.4
合計 100.0

　　長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分
と、年金資産を構成する多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考
慮しております。

　⑥　数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎
割引率 0.150％
長期期待運用収益率 1.0％

⑶　確定拠出年金制度
　　　当社の確定拠出年金制度への要拠出額は、63,795千円であります。

－ 13 －
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個 別 注 記 表
記載金額は、千円単位未満を切り捨てて表示しております。
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準および評価方法
有価証券
　子会社株式および関連会社株式　　総平均法による原価法
　その他有価証券

　時価のあるもの　決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

　時価のないもの　総平均法による原価法
デリバティブ　　　　時価法
たな卸資産
　商品　　　　　　　移動平均法による原価法
　仕掛品　　　　　　個別法による原価法

なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており
ます。

⑵　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならび

に平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物
については定額法、それ以外の有形固定資産については定率法を
採用しております。主な耐用年数は建物50年、工具、器具及び備
品５年であります。

無形固定資産 自社利用目的のソフトウェアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法によっております。

長期前払費用　　　　定額法によっております。

－ 14 －
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⑶　引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　　従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、将来の支給見
込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

役員賞与引当金　　　役員に対して支給する賞与の支払に備えるため、支給見込額に基
づき計上しております。

受注損失引当金　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における
受注契約に係る損失見込額を計上しております。
なお、当事業年度の残高はありません。

退職給付引当金　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。
なお、数理計算上の差異については、その発生年度に一括損益処
理しております。

役員退職慰労引当金　第49期定時株主総会（平成19年６月28日開催）をもって役員退
職慰労金制度を廃止いたしましたが、同日以前に在任した役員に
ついては、その日以前の在任期間に対して内規の効力を有するた
め、当該内規に基づく支給見込額を役員退職慰労引当金として計
上しております。従って、同日以降の新規計上は行っておりませ
ん。

－ 15 －
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⑷　収益および費用の計上基準
受注制作のソフトウェアに係る収益の認識基準

当事業年度までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合については工事進行
基準を適用し、その他の場合については工事完成基準を適用しております。なお、工事
進行基準を適用する場合の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法を用い
ております。

⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

②　重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替予約が付

されている外貨建金銭債権債務については振当処理を、特
例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理を
それぞれ採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………………為替予約取引および金利スワップ取引
ヘッジ対象………………外貨建債権債務および借入金利

ヘッジ方針　　　　　　　　為替予約は外貨建金銭債権債務の決済において必要とされ
る範囲内で、金利スワップは資金調達に係る金利の範囲内
でそれぞれ行っております。

ヘッジ有効性評価の方法　　為替予約については、ヘッジ対象と同一通貨建・同一金額・
同一期日のものに限定しているため、その後の為替相場の
変動による相関関係は確保されております。
また金利スワップについては、ヘッジ手段の想定元本とヘ
ッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ
開始時およびその後も継続してキャッシュ・フローの変動
を完全に相殺するものと想定することができます。従って、
それぞれのヘッジの有効性の判定は省略しております。

③　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

－ 16 －
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２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 515,444千円
⑵　関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 53,837千円
長期金銭債権 336,691千円
短期金銭債務 31,216千円

３．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

売上高 51,495千円
仕入高 290,594千円
販売費及び一般管理費 800千円
営業取引以外の取引高 881千円

－ 17 －

個別注記表



2018/05/26 15:58:47 / 18437058_ソレキア株式会社_招集通知（Ｆ）

⑵　減損損失
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場 所 用 途 種 類

神 奈 川 県 横 浜 市 事 業 用 資 産 工具、器具及び備品

東 京 都 大 田 区 事 業 用 資 産 工具、器具及び備品

東 京 都 千 代 田 区 事 業 用 資 産 工具、器具及び備品

大 阪 府 大 阪 市 事 業 用 資 産 工具、器具及び備品

埼 玉 県 さ い た ま 市 事 業 用 資 産 工具、器具及び備品

当社は、事業用資産については事業所別、遊休資産については物件毎にグルーピングを行
っております。当事業年度において、上記資産グループの営業活動から生ずる損益が継続し
てマイナスである資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損
失として特別損失に6,394千円計上しております。

資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しております。使用価値については将
来キャッシュ・フローを4.6％で割り引いて算定しております。

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 149,679株 2,460株 － 152,139株

（注）　　普通株式の自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買取りによるものであります。

－ 18 －
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５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（流動資産）
繰延税金資産

賞与引当金 120,795千円
商品評価損 2,286
未払事業税 17,790
未払費用 17,087
その他 6,162

繰延税金資産　小計 164,122
評価性引当額 △600

繰延税金資産の合計 163,522

（固定資産）
繰延税金資産

退職給付引当金 375,767
貸倒引当金 76,693
役員退職慰労引当金 27,327
投資有価証券評価損 15,956
その他 73,322

繰延税金資産　小計 569,067
評価性引当額 △176,937

繰延税金資産　合計 392,129
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △61,148
その他 △1,453

繰延税金負債　合計 △62,602
繰延税金資産の純額 329,526

－ 19 －
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⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別
の内訳

法定実効税率 30.86％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.9
評価性引当額 0.1
住民税均等割 3.8
その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.3

６．リースにより使用する固定資産に関する注記
⑴　ファイナンス・リース取引

該当事項はありません。
⑵　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
１年内 1,538千円
１年超 －

1,538

－ 20 －
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７．関連当事者との取引に関する注記
関連会社等

属 性 会社等の名称

資本金又
は出資金
(千シンガ
ポールド
ル)

事 業 の
内 容

議 決 権 等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
SOLEKIA
SINGAPORE
PTE. LTD.

200

半導体等
販売およ
びシステ
ムサポー
ト

(所有)
 直接

100.0
無し 商品の

売買 資金の貸付 11,353

短期貸
付金 10,624

長期貸
付金 170,655

（注）１．長期貸付金に対して、161,900千円の貸倒引当金を計上しております。
２．取引条件および取引条件の決定方針等

運転資金の貸付は、同社の利益計画および財政状態を十分考慮して、総合的に決定
しております。また、支援政策として利息は減免しており、担保提供は受けており
ません。

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 7,107円27銭
１株当たり当期純利益 485円55銭

９．資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち、貸借対照表に計上しているもの
⑴　当該資産除去債務の概要

賃借事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用期間を取得から15年と見積り、割引率は1.885％を使用して資産除去債務の金額を
計算しております。

⑶　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 65,298千円
時の経過による調整額 888
期末残高 66,187

－ 21 －
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